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農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

デフレと農協

「物価の動向を総合してみると，緩やかなデフレ状況にある。」と昨年11月に政府は月例

経済報告においてデフレを宣言した。政府におけるデフレの定義は「物価の持続的な下落」

であり，2009年10～12月期のGDPデフレーターは前年比2.8％の大幅な下落となった。

日本経済全体に比べ，農業分野では物価の持続的下落というデフレが長期に継続し深く

浸透している。農産物物価は1993年をピークに低下傾向にあり，08年はピークから２割低

下した。価格の下落に加え生産数量も減少しているため，農業産出額は減少を続け，84年

のピークから08年は３割減少した。そして，農業所得は農業産出額以上に大幅に減少，ま

た，農地価格も低下しており農業分野でも資産デフレの状況がみられる。

これらの状況は，農協の事業にも大きく影響し，農協の販売事業取扱高は85年をピーク

に減少傾向にある。一方，信用や共済事業の事業量は最近時点まで増加基調にあったが，

それは，農家の兼業化や高齢化の進展によって，農家の所得のうち農業所得の占める割合

が低下する一方，年金や兼業収入という比較的安定的な収入が所得の中心となって農協貯

金や共済掛金の源となったからである。しかし，数年前から長期共済保有高は減少に転じ，

また最近では個人貯金が減少する県域もみられる。その背景には地方経済の悪化，さらに

は本格化した農家人口の減少が考えられる。

水野和夫氏は著書『100年デフレ』のなかで，21世紀はデフレの時代とし，デフレの長

期化を指摘する。その条件として，①世界的な供給能力の飛躍的拡大，②ＩＴ革命により

世界最低賃金の国と世界最高水準の技術が結びつき，中国をはじめとするアジア諸国が世

界の工場となったこと，③為替調整が行われることなく大競争の時代に突入したことをあ

げている。

日本の農業分野におけるデフレの原因は，主に需給ギャップの拡大にあると思われる。

具体的には，需要面では人口の減少や高齢化による農産物消費量の減少，供給面では内外

価格差による海外からの安価な農産物輸入圧力がある。今後，世界的には農産物需要の増

加が予想される状況ではあるが，日本の農業分野でのデフレ要因の短期的な解消は難しい。

このように日本経済および農業分野におけるデフレが構造的な要因によることを認識

し，適切に対応することは農協の重要な課題の一つであろう。

では，農協はデフレにどう対応するか。第１にフロンティアの開拓，第２に技術革新が

必要と考える。農協の実態に即してみれば，フロンティアの開拓は，農業振興への取組み

の強化や，地域住民や地域経済・社会との関係性を深めることが中心であろう。また技術

革新としては，商品やサービスの向上や新分野の開発，生産性上昇への取組み，さらには

組合員組織や地域の様々な組織との連携など組織の改革も考えられる。そして，デフレに

対応するために何が必要かを見いだし，実行するための基盤となるのは，組合員を中心と

した利用者の意見や動向を的確に把握することであり，農協職員の力である。

（（株）農林中金総合研究所 調査第一部長　斉藤由理子・さいとうゆりこ）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2010年３月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・新規就農を巡る最近の動向

・戸別所得補償と欧米の直接支払い

・川下産業から見た国産材，林業，森林組合系統

・先進的施設園芸の取組みと複合・高付加価値経営

への進展

――いわき市(有)とまとランドいわきの取組み――

・ロシア・ウクライナの農業・食料

――ソ連崩壊後の変化と今後の見通し――

・中国・インドの穀物需給動向

――中印の輸出入動向に揺さぶられる国際穀物市場――

・中国黄土高原に見る退耕還林政策

【協同組合】

・ニュージーランドの酪農・乳業の構造改革

・JAが農地を守る

――JA氷見市・JA出資型農業生産法人(株)JAアグリひみ

（富山県）の取組み――

【組合金融】

・近年の地方公共団体負債とJA系統の引受動向

【国内経済金融】

・景気低迷と金融円滑化法への対応

・生物多様性をめぐる動向と可能性

・常陽銀行の個人顧客メイン化への取り組み

・非伝統的金融政策と中央銀行バランスシート

・二番底リスクは後退したが，デフレ脱却は見通せず

――アジア向け輸出が牽引するわが国経済――

【海外経済金融】

・ギリシャ財政問題の動向

・依然まだら模様だが，米景気の持ち直しは確か

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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